
様式第1号(第5条関係)

サテライトオフィス開設支援補助金交付申請書

年 月 日

魚沼市長 様

申請者

所 在 地

名 称

代表者名

魚沼市サテライトオフィス開設支援補助金交付要綱第 5 条の規定により、次のとおり

補助金の交付を申請します。

1 区分等（申請する区分に〇印をつけてください）

［ ］開設

［ ］家賃 （ 年 月 ～ 年 月分）

2 交付申請額 円

3 補助対象経費 円

開設 円

家賃 円

4 サテライトオフィス開設事業の内容等

事業計画書(別紙 1)のとおり

5 添付書類

（1） 補助対象要件に関する確認事項誓約書(別紙 2)

（2） 登記事項証明書及び会社の定款の写し

（3） 事業に要する経費の算定根拠（見積書等）

（4） 開設工事の着手前写真（開設の場合）

（5） 事務所の賃貸借契約書の写し及び工事等同意書(別紙 3)(家賃の場合）

（6） その他市長が必要と認める書類

注 1 提出時に用意することができない書類は、実績報告時に添付すること。

注 2 2 回目以降の申請において、先の申請で提出済の書類は省略してよいこと。



別紙 1

事 業 計 画 書

1 サテライトオフィスの名称及び所在地

2 開設予定年月日 年 月 日

3 サテライトオフィスで行う事業及び業務内容

4 市内に住所を有する者の雇用見込 人（ 年 月までに雇用予定）

5 常用雇用者数の見込 人（ 年 月）

6 事業スケジュール

7 収支

国、県その他の補助事業の補助対象となっている場合（申請を予定している場合を含む。）

は、その補助事業名等を備考欄に記入してください。

8 事業者の概要

・主な事業

・従業員数

・主な事業所及び所在地

初年度

2 年度

3 年度

4 年度以降

区分 金額（円） 備考（積算根拠等）

収

入

自己資金

補助金

その他

合 計

支

出

開設

家賃

合 計



別紙2

補助対象要件に関する確認事項誓約書

年 月 日

魚沼市長 様

申請者 ○印

各項目の該当する□にチェックしてください。

上記の確認事項・同意・誓約及び申請書記載の内容は、事実と相違ありません。これに

反した場合は、交付された補助金の全部又は一部を返還します。

確認項目 確認欄

1 新潟県内に事業所を有していません。 はい

□

いいえ

□

2 サテライトオフィスの開設、運営が、建築基準法その他関連法令等

に違反するものではありません。

はい

□

いいえ

□

3 市税等に滞納は、ありません。 はい

□

いいえ

□

4 会社更生法(平成14年法律第154号)第17条の規定による更生手続開

始の申立て(同法附則第2条に規定する申立てを含む。)又は民事再生

法(平成11年法律第225号)第21条の規定による再生手続開始の申立て

は、なされていません。

はい

□

いいえ

□

5 申請内容の確認のために必要があるときは、市税等の納税状況及び

他の補助制度の活用状況について、魚沼市が照会を求めることに同

意します。

はい

□

いいえ

□

6 魚沼市暴力団排除条例に基づく暴力団の排除のための誓約等

以下に反する場合は、この申請を却下され、補助金の交付の決定を

取り消され、又は交付を受けた補助金を返還することを承諾します。

(1) 補助金を暴力団の活動に使用しません。

(2) 補助金の対象となる事業により、暴力団に対し、利益を供する

ことはありません。

(3) サテライトオフィスの設置者及び勤務者は、魚沼市暴力団排除

条例(平成23年魚沼市条例第31号)第2条第1号又は第2号に規定する

暴力団及び暴力団員ではありません。

はい

□

いいえ

□

7 補助対象となる部分に対して、国、県その他の補助事業の補助申請

はしていません。

はい

□

いいえ

□



別紙3

工 事 等 同 意 書

補助金申請者

所 在 地

上記補助金申請者の所在地における魚沼市サテライトオフィス開設支援補助金対象工事

等の実施について、同意します。

(賃貸借契約書の貸主又は建物の所有者・共同名義人)

年 月 日

住 所

氏 名 ○印


